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議 案 第 ２ １ 号

平 成 ２ ８ 年 度 川 越 市 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ６ 号 ）

平 成 ２ ８ 年 度 川 越 市 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ６ 号 ） は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

（ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 ）

第 １ 条 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 に 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ 1 , 9 2 5 , 4 0 7 千 円 を 追 加 し 、 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額

を 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ 1 1 5 , 0 9 9 , 5 9 4 千 円 と す る 。

２ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金 額 並 び に 補 正 後 の 歳 入 歳 出 予 算 の 金

額 は 、 「 第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。

（ 継 続 費 の 補 正 ）

第 ２ 条 継 続 費 の 変 更 は 、 「 第 ２ 表 継 続 費 補 正 」 に よ る 。

（ 繰 越 明 許 費 ）

第 ３ 条 地 方 自 治 法 （ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 ６ ７ 号 ） 第 ２ １ ３ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 翌 年 度 に 繰 り 越

し て 使 用 す る こ と が で き る 経 費 は 、 「 第 ３ 表 繰 越 明 許 費 」 に よ る 。

（ 債 務 負 担 行 為 の 補 正 ）

第 ４ 条 債 務 負 担 行 為 の 追 加 は 、 「 第 ４ 表 債 務 負 担 行 為 補 正 」 に よ る 。

（ 地 方 債 の 補 正 ）

第 ５ 条 地 方 債 の 変 更 は 、 「 第 ５ 表 地 方 債 補 正 」 に よ る 。
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平 成 ２ ９ 年 ２ 月 ２ １ 日 提 出

川 越 市 長 川 合 善 明
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第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算 補 正

 （１） 歳　入 　（△印　減）　(単位　千円)

款 項

１ 市 税 55,293,982    543,488    55,837,470    

１ 市 民 税 24,649,231    400,000    25,049,231    

７ 特 別 土 地 保 有 税         － 143,488    143,488    

12 分 担 金 及 び 負 担 金 964,392    △840    963,552    

２ 負 担 金 964,378    △840    963,538    

14 国 庫 支 出 金 19,146,649    △49,589    19,097,060    

１ 国 庫 負 担 金 14,625,000    △139,136    14,485,864    

２ 国 庫 補 助 金 4,432,619    89,547    4,522,166    

15 県 支 出 金 6,987,965    △1,183,546    5,804,419    

１ 県 負 担 金 3,896,046    △67,097    3,828,949    

２ 県 補 助 金 2,163,506    △939,013    1,224,493    

３ 委 託 金 928,413    △177,436    750,977    

16 財 産 収 入 502,737    8,673    511,410    

２ 財 産 売 払 収 入 390,842    8,673    399,515    

17 寄 附 金 28,220    22,232    50,452    

１ 寄 附 金 28,220    22,232    50,452    

18 繰 入 金 3,284,473    △2,849,188    435,285    

１ 基 金 繰 入 金 3,246,814    △2,849,188    397,626    

補 正 前 の 額 補 　 正 　 額 計
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　（△印　減）　(単位　千円)

款 項

19 繰 越 金 2,987,871    1,837,091    4,824,962    

１ 繰 越 金 2,987,871    1,837,091    4,824,962    

20 諸 収 入 3,596,687    102,886    3,699,573    

１ 延 滞 金 、 加 算 金 及 び 過 料 100,000    116,144    216,144    

５ 雑 入 3,377,763    △13,258    3,364,505    

21 市 債 9,068,500    3,494,200    12,562,700    

１ 市 債 9,068,500    3,494,200    12,562,700    

113,174,187    1,925,407    115,099,594    歳 入 合 計

補 正 前 の 額 補 　 正 　 額 計
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 （２） 歳　出 　（△印　減）　(単位　千円)

款 項

２ 総 務 費 11,474,183    △84,629    11,389,554    

１ 総 務 管 理 費 9,405,344    △24,887    9,380,457    

２ 徴 税 費 1,320,984    △43,500    1,277,484    

３ 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 357,174    △5,000    352,174    

４ 選 挙 費 251,016    △11,242    239,774    

３ 民 生 費 49,105,046    △619,430    48,485,616    

１ 社 会 福 祉 費 23,377,042    △424,068    22,952,974    

２ 児 童 福 祉 費 17,785,835    △355,498    17,430,337    

３ 生 活 保 護 費 7,940,169    160,136    8,100,305    

４ 衛 生 費 13,224,202    △250,433    12,973,769    

１ 保 健 衛 生 費 6,060,423    △186,091    5,874,332    

２ 清 掃 費 5,163,402    △64,342    5,099,060    

６ 農 林 水 産 業 費 642,650    △46,493    596,157    

１ 農 業 費 642,650    △46,493    596,157    

７ 商 工 費 1,739,368    △48,177    1,691,191    

１ 商 工 費 1,739,368    △48,177    1,691,191    

８ 土 木 費 9,220,814    △1,066,836    8,153,978    

補 正 前 の 額 補 　 正 　 額 計
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　（△印　減）　(単位　千円)

款 項

２ 道 路 橋 り ょ う 費 2,764,077    △145,440    2,618,637    

３ 河 川 費 399,252    △20,000    379,252    

４ 都 市 計 画 費 5,171,393    △898,439    4,272,954    

５ 住 宅 費 276,560    △2,957    273,603    

９ 消 防 費 4,474,114    △56,530    4,417,584    

１ 消 防 費 4,474,114    △56,530    4,417,584    

10 教 育 費 12,609,632    4,127,232    16,736,864    

１ 教 育 総 務 費 2,696,746    △16,082    2,680,664    

２ 小 学 校 費 2,206,794    △123,481    2,083,313    

３ 中 学 校 費 1,131,390    △24,226    1,107,164    

４ 高 等 学 校 費 729,656    △2,000    727,656    

６ 社 会 教 育 費 2,606,139    △82,245    2,523,894    

７ 学 校 保 健 費 3,199,293    4,375,266    7,574,559    

13 諸 支 出 金 151,992    △29,297    122,695    

２ 土 地 開 発 公 社 費 62,565    △29,297    33,268    

113,174,187    1,925,407    115,099,594    歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 　 正 　 額 計
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第２表　継続費補正

（変　更）

総 額 年 度 年 割 額 総 額 年 度 年 割 額

千円 千円 千円 千円

平成26年度 210,100 平成26年度 210,100

平成27年度 3,363,820 平成27年度 3,363,820

平成28年度 2,121,380 平成28年度 1,917,380

平成28年度 62,100 平成28年度 39,300

平成29年度 142,000 平成29年度 39,100

平成30年度 49,300 平成30年度 117,600

10教育費
６社　会
　教育費

蔵 造 り
資 料 館
耐 震 化
事 業

253,400 196,000

款 項 事 業 名
補 正 前 補 正 後

４衛生費
１保　健
　衛生費

新 斎 場
建 設 事 業

5,695,300 5,491,300
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第３表 繰越明許費

款 項 事 業 名 金 額

３戸 籍 住 民
２総 務 費 住 民 基 本 台 帳 事 務 ２６，３８０千円

基 本 台 帳 費

施 設 援 護 １３，７４５千円

民 間 福 祉 施 設 補 助 （ 地 域 密 着 型
１社 会 福 祉 費 ５，２３４千円

施 設 等 ）
３民 生 費

臨 時 福 祉 給 付 金 給 付 事 業 ９１５，０００千円

２児 童 福 祉 費 ひ か り 児 童 園 整 備 推 進 ７３，０３８千円

幹 線 道 路 （ 市 道 ） 整 備 （ 用 地 ） ２０，５１０千円

８土 木 費 ２道 路 橋 り ょ う 費 生 活 道 路 （ 市 道 ） 改 良 （ 用 地 ） ３，７１１千円

広 域 幹 線 （ 市 道 ） 整 備 （ 用 地 ） １２，９８９千円
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款 項 事 業 名 金 額

中 央 通 り 地 区 整 備 ２１，５１２千円

川 越 駅 西 口 都 市 基 盤 整 備 １９，０６５千円

８土 木 費 ４都 市 計 画 費 新 河 岸 駅 周 辺 地 区 整 備 ７３，５１０千円

県 道 川 越 越 生 線 交 通 安 全 施 設 整 備 ８，４５６千円

交 差 点 改 良 （ 用 地 ） １０，０２０千円

１０教 育 費 ７学 校 保 健 費 学 校 給 食 セ ン タ ー 施 設 整 備 ４，４２４，５２４千円
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第４表 債務負担行為補正

（追 加）

事 項 期 間 限 度 額

東武東上線新河岸駅の橋上駅舎及び 平成30年度 90,000千 円

東西連絡自由通路等の整備事業費（平

成30年度事業分）
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第５表 地方債補正

（変 更）

補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法

％ 政府資金について ％ 政府資金について

は、その融資条件に は、その融資条件に

より、銀行その他の より、銀行その他の

場合にはその債権者 場合にはその債権者

文 化 施 設 普 通 貸 借 と協定するものによ 普 通 貸 借 と協定するものによ

5.0 る。 5.0 る。

設 備 整 備 58,100 又 は ただし、据置期間 51,600 又 は ただし、据置期間

以内 は２年以内とし、本 以内 は２年以内とし、本

事 業 費 証 券 発 行 市財政の都合により 証 券 発 行 市財政の都合により

償還期限を短縮し、 償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく 又は繰上償還若しく

は低利に借換えする は低利に借換えする

ことができる。 ことができる。

総合体育館

設 備 改 修 2,200 同 上 同上 同 上 4,000 同 上 同上 同 上

事 業 費

千円 千円
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補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法

％ 政府資金について ％ 政府資金について

は、その融資条件に は、その融資条件に

より、銀行その他の より、銀行その他の

場合にはその債権者 場合にはその債権者

民 間 保 育 普 通 貸 借 と協定するものによ 普 通 貸 借 と協定するものによ

5.0 る。 5.0 る。

施 設 整 備 96,800 又 は ただし、据置期間 92,900 又 は ただし、据置期間

以内 は２年以内とし、本 以内 は２年以内とし、本

事 業 費 証 券 発 行 市財政の都合により 証 券 発 行 市財政の都合により

償還期限を短縮し、 償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく 又は繰上償還若しく

は低利に借換えする は低利に借換えする

ことができる。 ことができる。

新 斎 場

1,891,000 同 上 同上 同 上 1,735,300 同 上 同上 同 上

整備事業費

千円 千円
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補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法

％ 政府資金について ％ 政府資金について

は、その融資条件に は、その融資条件に

より、銀行その他の より、銀行その他の

市 民 聖 苑 場合にはその債権者 場合にはその債権者

普 通 貸 借 と協定するものによ 普 通 貸 借 と協定するものによ

やすらぎの 5.0 る。 5.0 る。

46,100 又 は ただし、据置期間 48,600 又 は ただし、据置期間

さ と 設 備 以内 は２年以内とし、本 以内 は２年以内とし、本

証 券 発 行 市財政の都合により 証 券 発 行 市財政の都合により

整備事業費 償還期限を短縮し、 償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく 又は繰上償還若しく

は低利に借換えする は低利に借換えする

ことができる。 ことができる。

清 掃 運 搬

施 設 整 備 16,600 同 上 同上 同 上 14,500 同 上 同上 同 上

事 業 費

千円 千円
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補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法

％ 政府資金について ％ 政府資金について

は、その融資条件に は、その融資条件に

より、銀行その他の より、銀行その他の

場合にはその債権者 場合にはその債権者

普 通 貸 借 と協定するものによ 普 通 貸 借 と協定するものによ

土 地 改 良 5.0 る。 5.0 る。

59,600 又 は ただし、据置期間 63,100 又 は ただし、据置期間

事 業 費 以内 は２年以内とし、本 以内 は２年以内とし、本

証 券 発 行 市財政の都合により 証 券 発 行 市財政の都合により

償還期限を短縮し、 償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく 又は繰上償還若しく

は低利に借換えする は低利に借換えする

ことができる。 ことができる。

観 光 施 設

33,300 同 上 同上 同 上 0 ― ― ―

整備事業費

千円 千円
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補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法

％ 政府資金について ％ 政府資金について

は、その融資条件に は、その融資条件に

より、銀行その他の より、銀行その他の

場合にはその債権者 場合にはその債権者

小仙波庁舎 普 通 貸 借 と協定するものによ 普 通 貸 借 と協定するものによ

5.0 る。 5.0 る。

施 設 設 備 5,600 又 は ただし、据置期間 3,500 又 は ただし、据置期間

以内 は２年以内とし、本 以内 は２年以内とし、本

整備事業費 証 券 発 行 市財政の都合により 証 券 発 行 市財政の都合により

償還期限を短縮し、 償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく 又は繰上償還若しく

は低利に借換えする は低利に借換えする

ことができる。 ことができる。

道 路 環 境

268,400 同 上 同上 同 上 269,300 同 上 同上 同 上

整備事業費

千円 千円
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補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法

％ 政府資金について ％ 政府資金について

は、その融資条件に は、その融資条件に

より、銀行その他の より、銀行その他の

場合にはその債権者 場合にはその債権者

普 通 貸 借 と協定するものによ 普 通 貸 借 と協定するものによ

道路照明灯 5.0 る。 5.0 る。

4,800 又 は ただし、据置期間 5,700 又 は ただし、据置期間

管理事業費 以内 は２年以内とし、本 以内 は２年以内とし、本

証 券 発 行 市財政の都合により 証 券 発 行 市財政の都合により

償還期限を短縮し、 償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく 又は繰上償還若しく

は低利に借換えする は低利に借換えする

ことができる。 ことができる。

道 路 新 設

493,200 同 上 同上 同 上 433,900 同 上 同上 同 上

改良事業費

千円 千円
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補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法

％ 政府資金について ％ 政府資金について

は、その融資条件に は、その融資条件に

より、銀行その他の より、銀行その他の

場合にはその債権者 場合にはその債権者

橋 り ょ う 普 通 貸 借 と協定するものによ 普 通 貸 借 と協定するものによ

5.0 る。 5.0 る。

新 設 改 良 217,000 又 は ただし、据置期間 191,000 又 は ただし、据置期間

以内 は２年以内とし、本 以内 は２年以内とし、本

事 業 費 証 券 発 行 市財政の都合により 証 券 発 行 市財政の都合により

償還期限を短縮し、 償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく 又は繰上償還若しく

は低利に借換えする は低利に借換えする

ことができる。 ことができる。

河 川 整 備

197,500 同 上 同上 同 上 179,500 同 上 同上 同 上

事 業 費

千円 千円
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補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法

％ 政府資金について ％

は、その融資条件に

より、銀行その他の

場合にはその債権者

中 央 通 り 普 通 貸 借 と協定するものによ

5.0 る。

地 区 整 備 11,400 又 は ただし、据置期間 0 ― ― ―

以内 は２年以内とし、本

事 業 費 証 券 発 行 市財政の都合により

償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく

は低利に借換えする

ことができる。

千円 千円
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補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法

％ 政府資金について ％ 政府資金について

は、その融資条件に は、その融資条件に

より、銀行その他の より、銀行その他の

場合にはその債権者 場合にはその債権者

川越駅西口 普 通 貸 借 と協定するものによ 普 通 貸 借 と協定するものによ

5.0 る。 5.0 る。

都 市 基 盤 54,100 又 は ただし、据置期間 24,300 又 は ただし、据置期間

以内 は２年以内とし、本 以内 は２年以内とし、本

整備事業費 証 券 発 行 市財政の都合により 証 券 発 行 市財政の都合により

償還期限を短縮し、 償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく 又は繰上償還若しく

は低利に借換えする は低利に借換えする

ことができる。 ことができる。

新 河 岸 駅

周 辺 地 区 423,300 同 上 同上 同 上 707,300 同 上 同上 同 上

整備事業費

千円 千円
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補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法

％ 政府資金について ％ 政府資金について

は、その融資条件に は、その融資条件に

より、銀行その他の より、銀行その他の

場合にはその債権者 場合にはその債権者

普 通 貸 借 と協定するものによ 普 通 貸 借 と協定するものによ

5.0 る。 5.0 る。

街路事業費 387,900 又 は ただし、据置期間 242,000 又 は ただし、据置期間

以内 は２年以内とし、本 以内 は２年以内とし、本

証 券 発 行 市財政の都合により 証 券 発 行 市財政の都合により

償還期限を短縮し、 償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく 又は繰上償還若しく

は低利に借換えする は低利に借換えする

ことができる。 ことができる。

公 園 整 備

223,300 同 上 同上 同 上 146,500 同 上 同上 同 上

事 業 費

千円 千円
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補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法

％ 政府資金について ％ 政府資金について

は、その融資条件に は、その融資条件に

より、銀行その他の より、銀行その他の

場合にはその債権者 場合にはその債権者

普 通 貸 借 と協定するものによ 普 通 貸 借 と協定するものによ

公 営 住 宅 5.0 る。 5.0 る。

15,700 又 は ただし、据置期間 15,400 又 は ただし、据置期間

改修事業費 以内 は２年以内とし、本 以内 は２年以内とし、本

証 券 発 行 市財政の都合により 証 券 発 行 市財政の都合により

償還期限を短縮し、 償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく 又は繰上償還若しく

は低利に借換えする は低利に借換えする

ことができる。 ことができる。

千円 千円
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補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法

％ 政府資金について ％ 政府資金について

は、その融資条件に は、その融資条件に

より、銀行その他の より、銀行その他の

教 育 場合にはその債権者 場合にはその債権者

普 通 貸 借 と協定するものによ 普 通 貸 借 と協定するものによ

セ ン タ ー 5.0 る。 5.0 る。

27,300 又 は ただし、据置期間 12,600 又 は ただし、据置期間

施 設 整 備 以内 は２年以内とし、本 以内 は２年以内とし、本

証 券 発 行 市財政の都合により 証 券 発 行 市財政の都合により

事 業 費 償還期限を短縮し、 償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく 又は繰上償還若しく

は低利に借換えする は低利に借換えする

ことができる。 ことができる。

小学校施設

474,400 同 上 同上 同 上 417,900 同 上 同上 同 上

整備事業費

千円 千円
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補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法

％ 政府資金について ％ 政府資金について

は、その融資条件に は、その融資条件に

より、銀行その他の より、銀行その他の

場合にはその債権者 場合にはその債権者

小 学 校 普 通 貸 借 と協定するものによ 普 通 貸 借 と協定するものによ

5.0 る。 5.0 る。

大規模改造 212,400 又 は ただし、据置期間 190,900 又 は ただし、据置期間

以内 は２年以内とし、本 以内 は２年以内とし、本

事 業 費 証 券 発 行 市財政の都合により 証 券 発 行 市財政の都合により

償還期限を短縮し、 償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく 又は繰上償還若しく

は低利に借換えする は低利に借換えする

ことができる。 ことができる。

中 学 校

大規模改造 84,400 同 上 同上 同 上 66,200 同 上 同上 同 上

事 業 費

千円 千円
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補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法

％ 政府資金について ％ 政府資金について

は、その融資条件に は、その融資条件に

より、銀行その他の より、銀行その他の

場合にはその債権者 場合にはその債権者

公 民 館 普 通 貸 借 と協定するものによ 普 通 貸 借 と協定するものによ

5.0 る。 5.0 る。

改 修 整 備 19,000 又 は ただし、据置期間 14,300 又 は ただし、据置期間

以内 は２年以内とし、本 以内 は２年以内とし、本

事 業 費 証 券 発 行 市財政の都合により 証 券 発 行 市財政の都合により

償還期限を短縮し、 償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく 又は繰上償還若しく

は低利に借換えする は低利に借換えする

ことができる。 ことができる。

図 書 館

改 修 整 備 36,000 同 上 同上 同 上 30,400 同 上 同上 同 上

事 業 費

千円 千円
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補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法

％ 政府資金について ％ 政府資金について

は、その融資条件に は、その融資条件に

より、銀行その他の より、銀行その他の

場合にはその債権者 場合にはその債権者

博 物 館 等 普 通 貸 借 と協定するものによ 普 通 貸 借 と協定するものによ

5.0 る。 5.0 る。

改 修 整 備 37,100 又 は ただし、据置期間 24,200 又 は ただし、据置期間

以内 は２年以内とし、本 以内 は２年以内とし、本

事 業 費 証 券 発 行 市財政の都合により 証 券 発 行 市財政の都合により

償還期限を短縮し、 償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく 又は繰上償還若しく

は低利に借換えする は低利に借換えする

ことができる。 ことができる。

千円 千円
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補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法

％ 政府資金について ％ 政府資金について

は、その融資条件に は、その融資条件に

より、銀行その他の より、銀行その他の

学 校 給 食 場合にはその債権者 場合にはその債権者

普 通 貸 借 と協定するものによ 普 通 貸 借 と協定するものによ

セ ン タ ー 5.0 る。 5.0 る。

131,900 又 は ただし、据置期間 4,037,700 又 は ただし、据置期間

施 設 整 備 以内 は２年以内とし、本 以内 は２年以内とし、本

証 券 発 行 市財政の都合により 証 券 発 行 市財政の都合により

事 業 費 償還期限を短縮し、 償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく 又は繰上償還若しく

は低利に借換えする は低利に借換えする

ことができる。 ことができる。

千円 千円
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議 案 第 ２ ２ 号

平 成 ２ ８ 年 度 川 越 市 国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 ３ 号 ）

平 成 ２ ８ 年 度 川 越 市 国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 ３ 号 ） は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ

る 。

（ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 ）

第 １ 条 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 に 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ 1 1 , 6 5 3 千 円 を 追 加 し 、 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 を 歳

入 歳 出 そ れ ぞ れ 4 3 , 6 8 8 , 5 7 1 千 円 と す る 。

２ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金 額 並 び に 補 正 後 の 歳 入 歳 出 予 算 の 金

額 は 、 「 第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。

平 成 ２ ９ 年 ２ 月 ２ １ 日 提 出

川 越 市 長 川 合 善 明
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第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算 補 正

 （１） 歳　入 　（△印　減）　(単位　千円)

款 項

２ 国 庫 支 出 金 8,143,508    65,257    8,208,765    

１ 国 庫 負 担 金 7,017,971    65,257    7,083,228    

５ 県 支 出 金 2,115,257    65,257    2,180,514    

１ 県 負 担 金 318,474    65,257    383,731    

６ 共 同 事 業 交 付 金 10,377,983    △893,010    9,484,973    

１ 共 同 事 業 交 付 金 10,377,983    △893,010    9,484,973    

８ 繰 入 金 3,438,881    462,330    3,901,211    

１ 他 会 計 繰 入 金 3,438,880    462,330    3,901,210    

９ 繰 越 金 309,208    311,819    621,027    

１ 繰 越 金 309,208    311,819    621,027    

43,676,918    11,653    43,688,571    

補 正 前 の 額 補 　 正 　 額 計

歳 入 合 計
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 （２） 歳　出 　(単位　千円)

款 項

３ 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 4,959,458    22    4,959,480    

１ 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 4,959,458    22    4,959,480    

７ 共 同 事 業 拠 出 金 9,513,296    11,631    9,524,927    

１ 共 同 事 業 拠 出 金 9,513,296    11,631    9,524,927    

43,676,918    11,653    43,688,571    

補 正 前 の 額 補 　 正 　 額 計

歳 出 合 計
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議 案 第 ２ ３ 号

平 成 ２ ８ 年 度 川 越 市 後 期 高 齢 者 医 療 事 業 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 １ 号 ）

平 成 ２ ８ 年 度 川 越 市 後 期 高 齢 者 医 療 事 業 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 １ 号 ） は 、 次 に 定 め る と こ ろ に

よ る 。

（ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 ）

第 １ 条 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 か ら 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ 1 9 , 0 3 1 千 円 を 減 額 し 、 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 を

歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ 3 , 7 2 5 , 5 6 9 千 円 と す る 。

２ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金 額 並 び に 補 正 後 の 歳 入 歳 出 予 算 の 金

額 は 、 「 第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。

平 成 ２ ９ 年 ２ 月 ２ １ 日 提 出

川 越 市 長 川 合 善 明
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第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算 補 正

 （１） 歳　入 　（△印　減）　(単位　千円)

款 項

２ 繰 入 金 614,311    △19,031    595,280    

１ 一 般 会 計 繰 入 金 614,311    △19,031    595,280    

3,744,600    △19,031    3,725,569    

 （２） 歳　出 　（△印　減）　(単位　千円)

款 項

１ 総 務 費 113,749    △7,793    105,956    

１ 総 務 管 理 費 102,435    △7,793    94,642    

２ 広 域 連 合 納 付 金 3,623,051    △11,238    3,611,813    

１ 広 域 連 合 納 付 金 3,623,051    △11,238    3,611,813    

3,744,600    △19,031    3,725,569    歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 　 正 　 額 計

歳 入 合 計

補 正 前 の 額 補 　 正 　 額 計
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議案第２４号

平成２８年度川越市水道事業会計補正予算（第２号）

第１条 平成２８年度川越市水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

第２条 平成２８年度川越市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定めた業務の予定量を次のとおり補正

する。

（項 目） （既決予定量） （補正予定量） （ 計 ）

（４）主要な建設改良事業の概要

配水管新設、改良等 事業費 ２，３８０，２８７千円 △４０５，３８０千円 １，９７４，９０７千円

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）

支 出

第１款 水道事業費用 ６，６４５，３０７千円 △４１，１１５千円 ６，６０４，１９２千円

第１項 営業費用 ６，３１７，０５７千円 △７６，８５０千円 ６，２４０，２０７千円

第２項 営業外費用 ２０９，３９２千円 ３５，７３５千円 ２４５，１２７千円

第４条 予算第４条本文括弧書を「（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２，００２，６５５千円は、当年度

分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１２９，８８６千円、減債積立金１００，０００千円、建設改良積立金

１００，０００千円、過年度分損益勘定留保資金１，５５０，８７８千円及び当年度分損益勘定留保資金

１２１，８９１千円で補填するものとする。）」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。
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（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）

収 入

第１款 資本的収入 ８０２，２４０千円 △１２５，８００千円 ６７６，４４０千円

第１項 企業債 ６００，０００千円 △１２５，８００千円 ４７４，２００千円

支 出

第１款 資本的支出 ３，０８６，６３５千円 △４０７，５４０千円 ２，６７９，０９５千円

第１項 建設改良費 ２，３９８，２８５千円 △４０７，５４０千円 １，９９０，７４５千円

第５条 予算第５条に定めた起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法を次のとおり補正する。
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補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

千円 政府資金又は地方 千円 政府資金又は地方

公共団体金融機構に 公共団体金融機構に

ついては、その融資 ついては、その融資

条件による。銀行そ 条件による。銀行そ

配水管更新 の他の場合にはその の他の場合にはその

事 業 費 600,000 普 通 貸 借 年 5.0 債権者と協定するも 474,200 普 通 貸 借 年 5.0 債権者と協定するも

％以内 のとする。 ％以内 のとする。

ただし、企業財政 ただし、企業財政

その他の都合により その他の都合により

繰上償還又は低利に 繰上償還又は低利に

借換えることができ 借換えることができ

る。 る。
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平成２９年２月２１日提出

川越市長 川 合 善 明
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議案第２５号

平成２８年度川越市公共下水道事業会計補正予算（第２号）

第１条 平成２８年度川越市公共下水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

第２条 平成２８年度川越市公共下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定めた業務の予定量を次のとお

り補正する。

（項 目） （既決予定量） （補正予定量） （ 計 ）

（４）主要な建設改良事業の概要

公共下水道施設整備 事業費 ９６９，２３５千円 △２４９，７４２千円 ７１９，４９３千円

公共下水道施設改良 事業費 ７５１，０４０千円 △２３１，３５０千円 ５１９，６９０千円

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）

収 入

第１款 下水道事業収益 ６，２７３，４１７千円 ０千円 ６，２７３，４１７千円

第１項 営業収益 ４，４６５，９０７千円 △２，０００千円 ４，４６３，９０７千円

第２項 営業外収益 １，８０７，４００千円 ２，０００千円 １，８０９，４００千円

支 出

第１款 下水道事業費用 ６，０７５，５０２千円 １２，８９２千円 ６，０８８，３９４千円
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第１項 営業費用 ５，５３２，５４６千円 △１０，０００千円 ５，５２２，５４６千円

第２項 営業外費用 ５０１，３５３千円 ２２，８９２千円 ５２４，２４５千円

第４条 予算第４条本文括弧書を「（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１，９０３，８０６千円は、当年度

分消費税及び地方消費税資本的収支調整額７８，２２５千円及び過年度分損益勘定留保資金１，８２５，５８１千円

で補填するものとする。）」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）

収 入

第１款 資本的収入 １，３４１，１７２千円 △６１２，９００千円 ７２８，２７２千円

第１項 企業債 １，１８９，７００千円 △５９３，１００千円 ５９６，６００千円

第２項 国庫補助金 ９５，０００千円 △１９，８００千円 ７５，２００千円

支 出

第１款 資本的支出 ３，１７８，１７０千円 △５４６，０９２千円 ２，６３２，０７８千円

第１項 建設改良費 １，９６３，７１８千円 △５４６，０９２千円 １，４１７，６２６千円

第５条 継続費を次のとおり補正する。
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補 正 前 補 正 後

款 項 事 業 名

総 額 年 度 年 割 額 総 額 年 度 年 割 額

上新河岸雨 千円 千円 千円 千円

１資本的 １建 設 水ポンプ場 220,000 平成27年度 110,000 175,000 平成27年度 110,000

支 出 改良費 築造事業

平成28年度 110,000 平成28年度 65,000

第６条 予算第６条に定めた起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法を次のとおり補正する。
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補 正 前 補 正 後

起債の目的

限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

千円 政府資金又は地方 千円 政府資金又は地方

公共団体金融機構に 公共団体金融機構に

ついては、その融資 ついては、その融資

条件による。銀行そ 条件による。銀行そ

下水道建設 の他の場合にはその の他の場合にはその

改良事業費 1,189,700 普 通 貸 借 年 5.0 債権者と協定するも 596,600 普 通 貸 借 年 5.0 債権者と協定するも

％以内 のとする。 ％以内 のとする。

ただし、企業財政 ただし、企業財政

その他の都合により その他の都合により

繰上償還又は低利に 繰上償還又は低利に

借換えることができ 借換えることができ

る。 る。
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第７条 予算第１０条中「１８，４９７千円」を「２４，４９７千円」に改める。

平成２９年２月２１日提出

川越市長 川 合 善 明

‐40‐


